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１．連合の「闘争方針」における 

基本スタンスと背景 
 

消費者物価指数の対前年上昇率をみると、数十

年ぶりの水準を示しており、働く私たちのくらし

は厳しさを増している（図表１）。一方、世界の

経済状況はというと、コロナ禍のマイナス成長か

ら回復を続けてきたが、2022年２月のロシアによ

るウクライナ侵攻や米中関係の変化など不安定な

国際情勢のもとで、欧米主要国ではインフレが進

行し景気後退に入る可能性も予測されている。欧

米主要国と比べると、日本では個人消費が低迷し

ており、コロナ禍からの回復スピードが遅いという 

 

図表１ 消費者物価の動き 
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（出所）総務省「消費者物価指数」、日本経済研究センター「ESPフォーキャスト調査」（11月調査（11/10公表））により作成。

（注１）コアCPIとは消費者物価指数（CPI）のうち、すべての対象商品によって算出される「総合指数」から生鮮食品を除いて計算された指数

（注２）政策要因は4月以降の携帯通信料およびGoToトラベルキャンペーン等の影響を合わせた値。2022年6月以降の予測値については、コアをESPフォーキャス

ト調査における消費者物価上昇率の予測値（前年比、四半期ベース）。携帯通信料は2022年1月の水準が横ばいになると仮定して、民間エコノミスト予測残差を

コアと携帯通信料の差分とすることで算出した。
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違いがある。日本は、1990年代後半からの「慢性

デフレ」を克服できないうちに、2021年後半から

エネルギー価格等海外発の「急性インフレ」が重

なっている状況にある。企業・家計のデフレマイ

ンド（長きにわたるデフレの経験によって定着し

た、物価や賃金が上がりにくいことを前提とした

考え方や慣行）が根強く残る中での輸入物価の上

昇は、①家計においては賃金が物価上昇に追いつ

かない、②企業部門においては適切な価格転嫁が

進まないといった問題を引き起こしている。 

これらを解決するためには、①マクロ的には物

価を上回る可処分所得を目指すこと、②デフレマ

インドを払拭して経済も賃金も物価も安定的に上

昇する経済へとステージを変えていくことが必要

である。 

 

 

２．賃金要求や基盤整備などの

現状認識 
 

① 賃上げについて 

1990年代後半以降、わが国の実質賃金は20年以

上にわたり停滞している。日本経済・企業はバブ

ル崩壊以降、「人への投資」「未来への投資」を怠

ってきたことが大きな原因の一つである。主要国

は年１～２％ずつ上昇し、その結果、わが国の賃

金水準の相対的位置が低下している（図表２・図

表３）。バブル経済崩壊以降もわが国の全体の生

産性は、コロナ禍による稼働率の低下などの影響

はあるものの実質１％弱伸びている。このように

生産性は、上昇しているにもかかわらず、実質賃

金は低下し続けている。 

 

 

図表２ 平均年間賃金（実質）の国別上昇推移  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 出所：ＯＥＣＤ統計から連合作成 
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図表３ ＧＤＰに占める企業の能力開発費割合の国際比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この結果、国際的に見劣りする日本の賃金水準

を中期的に引き上げていく必要があり、生産性の

中期トレンドを考慮した賃上げを継続的に行い、

賃金水準の回復をめざす必要がある。 

 

② 価格転嫁の必要性と課題 

2023春季生活闘争の取り組みに向けた基盤整備

として、サプライチェーン全体で生み出した付加

価値の適正分配を掲げている。企業規模間格差の

是正を進めるためには、サプライチェーン全体で

生み出した付加価値の適正分配や適切な価格転嫁

によるサプライチェーン全体でのコスト負担が必

須である。販売価格への転嫁は進みつつあるが、

仕入れ価格の上昇スピードにはまだまだ追い付い

ていない。また、産業の特性に合わせ、働き方も

含めた「取引の適正化」も確実に進めていく必要

がある。 

コロナ禍などにより４年ぶりの開催となった格

差是正フォーラム（11月14日）においては、中小

企業が賃上げできる環境整備につながる「取引の

適正化」のための取り組みについて、行政、経営

者団体、労働組合（構成組織、地方連合会）それ

ぞれから報告された。その結果、世論の醸成の必

要性、パートナーシップ構築宣言の数の拡大と宣

言企業における現場までの周知徹底、グループや

産業レベル・業界レベルでの労使の意見交換など

も重要であることを確認した（図表４）。 

 

図表４ 連合「2023春季生活闘争格差是正フォーラム」の主なプログラム 
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出所：厚生労働省「労働経済の分析」（2018年版）より連合作成 
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３．日本社会へのメッセージ 
 

 

2014闘争から積み上げてきた「底上げ」「底支

え」「格差是正」の取り組みの蓄積のうえに、現

下の状況も総合的に勘案し、今回は28年ぶりに

５％程度の賃上げ目標を提起した。これは決して、

物価高に対応するためだけに数字を変えたという

単純な話ではない。私たち連合がめざす「働くこ

とを軸とする安心社会」（図表５）の実現に向け、

2023闘争でも「未来づくり春闘」を掲げている。

今次スローガンの報告件数は、例年に比べひと際

多く、「くらしが苦しい」、「くらしをまもる」、

「未来へとつながる春季生活闘争を」といったス

ローガンが多く目にとまった。それらを踏まえ

2023春季生活闘争のスローガンは、「くらしをま

もり、未来をつくる。」とした。 

賃金も物価も経済も安定的に上昇する姿へ、ス

テージを変えた未来へとしていかなければならな

いが、そのスタートは賃上げを中心とする「人へ

の投資」に他ならない（図表６）。その実現に向

けてうねりを創り出していくステージを変える転

換点（ターニングポイント）となるのは、この

2023春季生活闘争であり、実現させられるのはと

もに闘っていくみなさんである。みんなで、とも

に頑張ろう。 

 

 

図表５ 「働くことを軸とする安心社会」の実現をめざす 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表６ 「人への投資」を起点とした好循環 

 

 

 


